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１． はじめに 

 

現在，我が国では，渋滞や環境問題，都市の郊外化や

中心市街地の衰退など，都市・交通に起因する様々な問

題とその弊害が指摘されており，これらの諸問題の解消

のための交通施策として近年，過度な自動車の利用から

公共交通などの持続可能な交通機関の利用へと自発的に

変容することを目的としたモビリティ・マネジメント(以

下，MM)１）２）が注目されている3).ここに，モビリティ・

マネジメントとは，一人一人のモビリティ(移動)や個々

の組織・地域のモビリティ(移動状況)が社会にも個人に

も望ましい方向注）に自発的に変化することを促す，コミ

ュニケーションを中心として，交通システムの運用改善

や料金施策等を含む多様な交通施策を活用した持続的な

取り組みを意味するものである． 

そもそも，MMは，1990年代半ばより，欧州諸国で先

進的に取り組まれてきた．欧州では，1994 年に

CAMPARIE(Campaigns for Awareness using Media and 
Publicity to Assess Responses of Individuals in Europe)4）5）と

いう欧州におけるメディアと広報によるキャンペーン施

策の促進プロジェクトが実施されており，それまでの英

国で行われてきたローカルな取り込みもこの

CAMPARIE の流れを受けたものだとされている．また

CAMPARIEと同様のキャンペーン施策として，自動車交

通削減目標を補助する情報提供と広報施策である，

INPHORMM(Information and Publicity Helping the 
Objective of Mobility)4）も欧州において多くの成果を上げ

ている． 

一方，日本では，1998 年に初めて豪州における MM
が紹介されて6）以降，MMに関する事例報告が活発にな

されてきた．日本でも各地での取り組みを参考にし，試

験的な取り組みが1999年頃からなされてきた．現在MM
はこれらの実験的な実施による一定の成果を経て，徐々

に広く実施されるようになってきており３），特にトラベ  
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ル・フィードバック・プログラム(以下，TFP)は，中心

的に使用されるコミュニケーション手法となっている．

その中で，行動プラン法やワンショットTFPをはじめと

したいくつかの新しい技術が開発されつつ，展開されて

きている．そして今後，我が国におけるMMは現在の実

験的な実施の段階から実務的・政策的な展開が期待され

る段階へと移行していくものと考えられる． 

このように，我が国でのMMは，諸外国の事例を参考

にしつつも，独自の発展を遂げてきたものである．それ

故，今後は，欧州や豪州，米国などにおける MM(ある

いは，特に米国においてはTDM)に関わる実務者や研究

者と連携を図りつつ，双方向の交流や共同研究を通じて，

日本国内のみならず諸外国を含めた多様な地域における

MMの発展を期していくことが重要であると考えられる．

さて，こうした国際的なMM研究の進展を図るためには，

それぞれの国の基本的な相違を的確に理解していくこと

が重要となる．そうした理解があって初めて，ある国A
における MM の知見のどの部分が他の国 B に適応でき

るのかを理解することができるのであり，両国の間の差

を的確に理解することで特定の MM の技術を他国に移

入するためにはどのような修正が必要となるかを理解で

きることとなるものと期待される． 

本研究では，以上の背景に基づき，MMが広範に展開

されている諸外国の一つである英国を取り上げることと

した．そして，MM施策に対する態度の中でもとりわけ

重要なものと考えられるMMに対する受容意識と，それ

に影響を及ぼす要因にどのような差異が日英間に存在す

るのかを把握することを目的として，日本と英国で大学

生を対象にそれぞれ質問紙調査を実施し，分析を行うこ

ととした．  

 

２． 実験概要 

 

(1) 調査の概要 

 本調査は，東京工業大学と英国のケンブリッジ大学，

ロンドン大学インペリアルカレッジの学生を対象にア

ンケート調査を実施した．東京工業大学では 2005 年

11月に402，英国では2005年12月から2006年8月に

かけて，合わせて64の回答をそれぞれ得た．サンプル



の属性を表1に示す． 

 

(2) 調査項目 

本研究で測定した調査項目を表2に示す．表2に示し

たように，本研究の基本的な従属変数である「MMに対

する受容意識」を2つの尺度で測定した．回答者がMM
という専門用語を理解しているとは考えられなかったた

め，「自動車利用を規制する交通施策」「自動車利用の抑

制を呼びかける交通施策」と表現した上で，それぞれに

ついての賛否意識を訪ねた．なお，後者がTFP等のコミ

ュニケーション型のMM施策を意図したもので，前者が

ロードプライシング等のシステム改変型(＝構造的方略)

の施策を意図したものである． 

一方，MMに対する受容意識の先行要因として，本研

究では，｢自分自身の否定的影響認知｣「環境への否定的

影響認知」「社会問題への否定的影響認知」「自動車利用

の必要性信念」の4つを測定した．これらはいずれも，

社会的ジレンマおいて協力行動が実行される心理過程を

記述する理論である規範活性化理論1）において協力行動

の先行要因として想定される「重要性認知」に対応する

ものである．ここに，自分の自動車利用が社会的，環境

的に悪影響を及ぼすことに対する認知の程度を問う項目

が「自分自身の否定的影響認知」，自動車の利用が環境に

与える否定的な帰結の認知の程度を問う項目が「環境へ

の否定的影響認知」，交通渋滞を社会的な問題ととらえて

いるか否かを問う項目が「社会問題への否定的影響認知」

である．これらはいずれも，受容意識に対して肯定的な

影響を及ぼす事が理論的に想定される．さらに，本研究

では，自動車は便利で快適な交通手段であると捉えてい

るか否かを問う複数の項目を尋ね，これを「自動車利用

の必要性信念」と呼称することとした．言うまでもなく，

この変数は，賛否意識に対して否定的な影響を及ぼすこ

とが予想される．なお，各設問は7件法で設定されてお

り，各項目に対する同意の程度を問い，それらの測定値

の平均値を各尺度値として求めた．なお，各尺度の信頼

性係数は表2に示す通り，十分な水準であった． 

 

３． 結果 

 

（1） 平均値の差の検定 

日本と英国の学生の自動車の利用，環境問題，モビリ

ティ・マネジメントに対する意識を比較することを目的

として，｢自分自身の否定的影響認知｣「環境への否定的

影響認知」「社会問題への否定的影響認知」「自動車利用

の必要性信念」｢MMに対する受容意識｣の各尺度に対し

て，その平均値を比較した．その結果を表3に示す．表

3に示すように全ての尺度の平均値は，中位点の4を上

回るものであり，全体的に肯定的な結果であると言える．

しかし，日英間で比較してみると，全ての尺度において，

日本に居住する学生よりも英国に居住する学生の方がよ

り肯定的な態度を示していることが分かる．また，これ

らの平均値の差の検定結果より，「MMに対する受容意

識」について日本と英国の間で統計的に有意な差がみら

れた．これは，英国に居住する学生は日本に居住する学

生に比べモビリティ・マネジメントに対する受容意識が

高いことを示している．  

 

（2） 回帰分析 

ここで，既往研究によれば，｢MMに対する受容意識｣

は，自動車の利用についての否定的な諸影響をより高く

評価する個人ほど，より肯定的なものとなることが知ら

れている7)．その一方で，自動車がより重要であると考

える傾向が強いほど，MMに対する受容意識は低下する

ことも知られている8)．本研究では，これらの既往研究 
 

表1 サンプルの属性 

 

 

表2 分析で使用した尺度 

自分自身の否定的影響認知[α＝.83] 

自分の自動車利用は道路混雑の原因になる 
自分の自動車利用は大気汚染の原因となっている 
自分の自動車利用は地球温暖化に悪影響を及ぼす 

環境への否定的影響認知[α＝.80] 

道路混雑は大気汚染の原因の一つである 
自動車の利用は化石燃料を大量に消費している 
交通渋滞は深刻な環境問題である 

社会問題への否定的影響認知[α＝.63] 

交通渋滞は街の魅力を損なう 
交通渋滞は深刻な社会問題である 

自動車利用の必要性信念[α＝.79] 

自動車は他の交通手段より快適である 

自動車は他の交通手段より便利である 

MM に対する受容意識[α＝.84] 

「自動車利用の抑制を呼びかける交通政策」に賛成だ 

「自動車利用を規制する交通政策」に賛成だ 

 日本 英国 

サンプル数 402サンプル 64サンプル 

性別 男性

364人

女性

38人 

男性

41人 

女性 

21人 

年齢 平均 20.3歳 24.5歳 

SD 2.08歳 3.43歳 

最大 29歳 24.5歳 

最小 18歳 20歳 



の知見に基づいて，｢MM に対する受容意識｣が，｢自

分自身の否定的影響認知｣「環境への否定的影響認

知」「社会問題への否定的影響認知」「自動車利用の

必要性信念」のそれぞれに影響を受けていると考え

ることとした．そして，その上で，その想定に基づ

いた回帰分析を，英国と日本のそれぞれで行うこと

を通じて，各説明変数が，MM に対する受容意識に

及ぼす影響の強度を，日英間で比較することとした． 

ここで，英国と日本の被験者別の回帰計算の結果

を表 4，5 にそれぞれ示す．表 4 より，日本に居住す

る学生の回答から得られた分析結果においては，す

べての項目が統計的有意に「MM に対する受容意識」

に影響を及ぼしていることを示唆するものであった．

その中でも特に，「自分自身の否定的影響認知」が

「MM に対する受容意識」に正の影響を，「自動車利

用の必要性信念」が負の影響を及ぼす程度が他の項

目より大きい可能性が示唆されている．一方，英国

に居住する学生の回答から得られた分析においては，

表 5 より，「環境への否定的影響認知」が「MM に対

する受容意識」に影響を及ぼしていることが有意に

示された． 

 

 

 

表 3 平均値の差の検定 

  調査地 サンプル数 平均値 標準偏差 平均値の標準偏差 ｔ値 

自分自身の否定的影響認知 
日本 401 5.06 1.40  0.070 

1.42 
英国 61 5.33 1.16  0.15 

環境への否定的影響認知 日本 401 5.83 1.08  0.054 
0.99 

  英国 63 5.97 0.87  0.11 

社会問題への否定的影響認知 日本 401 5.46 1.26  0.063 
1.13 

  英国 63 5.65 1.13  0.14 

自動車利用の必要性信念 日本 401 4.85 1.47  0.073 
0.90 

  英国 63 5.02 1.44  0.18 

MM に対する受容意識 日本 401 4.47 1.44  0.072 
＊＊＊61.2  

  英国 62 4.98 1.41  0.18 

 

 

表 4 回帰分析結果(日本) 
  

ｎ 

非標準化係数 標準化係数  

t 

 

R2 B 標準誤差 ベータ 

(定数) 

自分自身の否定的影響認知 

環境への否定的影響認知 

社会問題への否定的影響認知 

自動車利用の必要性信念 

 

401 

401 

401 

401 

2.65 

.23 

.18 

.13 

-.22 

.45 

.055 

.077 

.058 

.044 

 

.22 

.13 

.11 

-.23 

5.85 

4.12 

2.31 

2.22 

-5.01 

 

 

.21 

 

 

表 5 回帰分析の結果(英国) 

 

 

 

ｎ 

非標準化係数 標準化係数  

t 

 

R2 B 標準誤差 ベータ 

(定数) 

自分自身の否定的影響認知 

環境への否定的影響認知 

社会問題への否定的影響認知 

自動車利用の必要性信念 

 

61 

63 

63 

63 

3.09 

-.037 

.47 

-.076 

-.063 

1.40 

.20 

.27 

.19 

.13 

 

-.032 

.30 

-.061 

-.066 

2.20 

-.18 

1.71 

-.39 

-.48 

 

 

.066 

 

 

 

 

 

 

＊＊＊＜0.1 



４． おわりに

 
本研究では，国際的なMM研究を考える上で重要なも

のとなる，MMに関わる国際比較研究の一つとして，日

英間のMMに対する受容意識の相違に着目した比較研

究を行った．その結果，日本の学生においても英国の学

生においても「MMに対する受容意識」は肯定的な結果

となった．しかし，英国に居住する学生の方が統計的に

高い水準でありより「MMに対する受容意識」が高いこ

とが示された．また，「MMに対する受容意識」を形成

する要因を検討するために行った回帰分析の結果より，

日本に居住する学生と英国に居住する学生では，「MM
に対する受容意識」に影響を及ぼす因子が異なる可能性

が示された．日本に居住する学生は，「自分自身の否定的

影響認知」や，「自動車利用の必要性信念」といった，自

分自身の自動車利用が社会的悪影響をもたらしていると

いう認知の水準が高いほど，あるいは，自動車利用の便

利さや快適さに対する評価の水準が低いほど，ＭＭに対

する受容意識が高くなるという傾向が示された．一方，

英国に居住する学生については，「環境への否定的影響認

知」という一般的な自動車の利用が環境問題に大きな影

響を及ぼしていると認知している学生ほど，MMに対す

る受容意識が高くなるという傾向が示された．これらの

結果は日本に居住する学生に対しては，自分自身の自動

車利用が環境悪化や道路混雑の原因となるという認識を

促すことにより，MMに対する受容意識の向上を期待す

ることができることを示唆している．一方，英国の学生

に対しては，自動車の利用が環境に悪影響を及ぼすとい

う一般的な認識を促すことが，MMに対する受容意識の

向上を促すことに効果的である可能性があるといえよう． 
つまり，日本の学生は，自分の自動車利用に関する否

定的な情報を得ることにより協力的な行動が活性化され

る傾向があり，日本においてはＴＦＰなどの個人の行動

の帰結についての認知の向上を促す施策が有効である可

能性が示唆された．前述の通り，ＴＦＰは対象とした一

人一人にCO2の排出量や自動車の利用距離，自動車利用

率などの自己の交通行動についての個別的な情報をフィ

ードバックすることを通じて，協力的な交通行動への行

動変容を誘発し，その行動を維持する効果を持つMMの

手法の一つである．また，英国に居住する学生について

は，一般的な環境問題に関するキャンペーンを展開する

など，環境意識を活性化することにより，交通行動にお

いても協力行動を行うという傾向があり，環境問題に関

するキャンペーンを展開するなどが有効である可能性が

示されている．これは，「人々の環境意識が低い状況で，

すなわち，交通手段選択の際に環境問題を全く念頭に置

かない様な個人がいかにすれば環境問題に配慮するよう

になるか」という点を念頭に置き英国で行なわれている

自動車利用削減キャンペーンの有効性を支持する結果と

もいえよう． 
 以上の結果より，日本においてMM施策を現在の実験

的・研究的な段階から実務的・政策的な段階へと移行し

ていくにあたり，キャンペーンのような一般的な意識を

活性化するような施策を重視するよりは，むしろ，自分

の自動車利用が環境悪化や道路混雑の原因となるといっ

た情報や自動車の利用に対する否定的な情報を事実情報

を提供することが交通政策に対する受容性の観点から有

効であるといえよう，なお，本研究の結果はキャンペー

ン施策の有効性を否定するものではなく，日本において

ＴＦＰや行動プラン法など個別的なコミュニケーション

を実施する施策が重視されてきたことに，一定の妥当性

が存在していた可能性を示唆するものであるといえよう． 
 
 
注）例えば，過度な自動車利用から公共交通・自動車等を適切

に利用する方向 2） 
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